
歯科口腔保健・医療に
関する動向

第1章

調 査 名 称：医療費の動向調査　MEDIAS（Medical Information Analysis System）
調 査 頻 度：毎月
調 査 の 時 期：毎月
調 査 の 対 象 等：審査支払機関において処理された診療報酬明細書のデータ
調 査 の 目 的：�審査支払機関（社会保険診療報酬支払基金及び国民健康保険団体連合会（全国分の取りまと

めは国民健康保険中央会が行っている。））から診療報酬に関する審査支払業務において集ま
る医療費情報の提供を受け、これらを集約することで、医療費の動向を迅速に把握し、医療
保険行政のための基礎資料を得る

本章での活用内容：医科・歯科（病院・診療所）別　医療費の動向
実 施 主 体：厚生労働省保険局
最新年度（確定値）：年度版は平成 26年度
根 拠 法 等：統計法（一般統計調査）
特 記 事 項：・�審査支払機関で審査されるレセプトのデータから、医療保険及び公費負担医療で現物給付

の対象となる医療費を患者負担分を含め集計
　　　　　　　　　・�本調査の医療費は「国民医療費」の約 98％。原則的に現物給付されない療養費、移送費

や全額自費、及び国（都道府県労働局）が直接レセプトを審査する労災医療費は、集計対
象に含まない

調 査 名 称：医療施設（静態）調査
調 査 頻 度：3年ごと、動態調査は毎月
調 査 の 時 期：3年ごとの 10月 1日（国へ提出期限 11月 10日）
調 査 の 対 象 等：調査時点で開設している全ての医療施設
調 査 の 目 的：�病院及び診療所（以下「医療施設」という。）について、その分布及び整備の実態を明らか

にするとともに、医療施設の診療機能を把握し、医療行政の基礎資料を得る
本章での活用内容：歯科系診療科目の標榜病院数およびその全病院に占める割合
実 施 主 体：厚生労働省大臣官房統計情報部
最新年度（確定値）：平成 26年
根 拠 法 等：統計法（第 2条第 4項）に基づく基幹統計　医療施設調査規則
特 記 事 項：・�歯科医師数、歯科衛生士数、歯科技工士数は医療施設静態調査歯科診療所票による歯科診

療所の届出に基づく常勤換算人数
　　　　　　　　　・診療科目は一般診療所票・歯科診療所票・病院票による各医療施設の届出に基づく

本章で使用する統計・調査の概要

調 査 名 称：患者調査
調 査 頻 度：3年ごと
調 査 の 時 期：�入院及び外来患者については、10月中旬の 3日間のうち医療施設ごとに定める 1日。退院

患者については、9月 1日〜 30日までの 1か月間（国への提出期限 12月中旬）
調 査 の 対 象 等：�全国の医療施設を利用する患者を対象として、病院の入院は二次医療圏別、病院の外来及び

診療所は都道府県別に層化無作為抽出した医療施設を利用した患者を調査の客体とする
調 査 の 目 的：�病院及び診療所を利用する患者について、その傷病の状況等の実態を明らかにし、医療行政

の基礎資料を得る
本章での活用内容：昭和 59年〜平成 23年の年齢（4区分）別患者数の割合
実 施 主 体：厚生労働省大臣官房統計情報部
最新年度（確定値）：平成 26年
根 拠 法 等：統計法（第 2条第 4項）に基づく基幹統計　患者調査規則
特 記 事 項：・調査日に実施した処置の主病名が集計される
　　　　　　　　　・推計患者数とは、医療施設を利用している患者数で罹患者数とは異なる
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 Ⅰ　歯科口腔保健・医療に関する各種制度

　超高齢社会において、団塊の世代が 75歳以上へと突入する 2025年（平成 37年）に向け
て、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、住まい・
医療・介護・予防・生活支援が一体的に提供される「地域包括ケア」の構築が喫緊の課題と
なっている。
　参考）厚生労働省ホームページ
http：//www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_
koureisha/chiiki-houkatsu/

　歯科医療サービスの提供体制の変化と今後の展望（図 1-1）にも示されているように、歯の
形態回復を主体とした歯科医療機関完結型の医療から、歯の形態回復に加え、口腔機能の維
持・回復の視点も含めた地域包括ケア（地域完結型医療）における歯科医療提供の構築が喫緊
の課題とされている。

図 1-1　歯科医療サービスの提供体制の変化と今後の展望
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 301 回）資料（平成 27 年 7 月 22 日）
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1）歯科医療提供の特徴 �
　歯科医療は、これまで歯科診療所による外来診療を基本として提供されてきた。歯科医療費
で見ると、病院の歯科医療費は約 5％であり、それ以外はすべて歯科診療所によるものであ
る。医科においては、病院の医療費は 7割を超えているので、医療と歯科医療ではその提供
体制に大きな違いがあることは明確である（表 1-1 より算出）。
　また、歯科医療において病院における歯科医療費の占める割合が低い要因として、歯科を標
榜する病院が少ないことも挙げられる。2014 年（平成 26年）の医療施設（静態）調査にお
いて、歯科系診療科目の標榜病院数が初めて掲載されたが、それによると全病院（8,493 病
院）中、1,778（20.9％）であることが明らかとなった。またその中で、それぞれの歯科標
榜科の推移を図 1-2 に示した。「歯科口腔外科」はこの間増加傾向にあり、「歯科」は 2011
年（平成 23年）までは減少傾向であったが 2012年（平成 24年）以降微増している。これ
は、平成 24年度診療報酬改定で導入された「周術期口腔機能管理」により、医科疾患での入
院患者に対する歯科口腔管理が評価され始めたことが大きいと思われる。
　上記のように、歯科医療提供の特徴は、通院可能な外来患者を中心として実施されており、
歯科標榜病院は全病院の約 2割である現状から、医科疾患による入院等の転帰により定期的
な歯科医療が中断している可能性も高いと推測される。
　ここ数年における大きな変化としては、2008 年度（平成 20年度）診療報酬改定における
在宅療養支援歯科診療所の導入に伴い、歯科訪問診療を支援する方向へ大きく舵を切り、さら
に平成 24年度からのがん患者等への「周術期における口腔機能管理」の導入において、特に
歯科のない病院への歯科診療所による口腔機能管理も明記され、歯科診療所の歯科医師が病院
等へ歯科訪問診療を行う機会が増えてきていることが挙げられる。
　
表 1-1　医療費の推移　
出典：厚生労働省　平成 26 年度医療費の動向

総　計

医　科 歯　科 保険薬局

病　院 診療所 病　院 診療所

大　学 公　的 法　人 個　人

平成 22年度 36.6 27.9 19.7 2.31 7.21 9.86 0.28 8.2 2.59 0.12 2.47 6.08

平成 23年度 37.8 28.5 20.1 2.40 7.37 10.09 0.27 8.3 2.66 0.13 2.53 6.56

平成 24年度
（構成割合）

38.4
（100％）

29.0
（75.4％）

20.6
（53.6％）

2.50
（6.5％）

7.56
（19.7％）

10.29
（26.8％）

0.25
（0.7％）

8.4
（21.8％）

2.69
（7.0％）

0.14
（0.4％）

2.56
（6.7％）

6.64
（17.3％）

平成25年度①
（構成割合）

39.3
（100％）

29.4
（74.8％）

20.6
（53.6％）

2.59
�（6.6％）

7.61
（19.4％）

10.52
（26.8％）

0.23
（0.6％）

8.4
（21.5％）

2.72
（6.9％）

0.14
（0.4％）

2.58
（6.6％）

7.04
（17.9％）

平成26年度②
（構成割合）

40.0
（100％）

29.8
（74.6％）

20.6
（53.6％）

2.65
（6.6％）

7.72
（19.3％）

10.74
（26.9％）

0.22
（0.6％）

8.5
（21.2％）

2.80
（7.0％）

0.15
（0.4％）

2.65
（6.6％）

7.20
（18.0％）

②－① 0.70 0.44 0.38 0.06 0.11 0.22 ▲ 0.01 0.06 0.08 0.01 0.07 0.16

注 1.　医科病院は、経営主体別に分類している。
注 2.　「大学病院」には、病院のうち、医育機関である医療機関を分類している。
注 3.�　「公的病院」には、病院のうち国（独立行政法人を含む）の開設する医療機関、公的医療機関（都道府県、市町村等）及び社会保険関係団体

（全国社会保険協会連合会等）の開設する医療機関を分類している。但し、医育機関を除く。
注 4.　医療費には、入院時食事療養の費用額及び入院時生活療養の費用額が含まれる。



現在を読む　2015 年度版〜歯科口腔保健・医療の基本情報〜

4

2）歯科医療提供に関する課題 �
　これまで日本歯科医師会として、「高齢者における受療率の低下」に関することや「要介護
者における需要と供給の乖離」について様々な審議会等で主張してきた。
　図 1-3 には患者調査による受療率を示している。これは前述した歯科医療提供の特徴にお
ける問題点と重複するが、病院における歯科医療の受け皿が少ないために、医科疾患等での入
院や施設等への入所などの転帰の際に、かかりつけの歯科医による歯科情報や歯科医療が分断
されているのではないかという課題が示されている。
　また、新潟県において実施された厚生労働科学研究 1）の結果では、要介護者の約 9割には
何らかの歯科医療や口腔機能管理が必要であるにもかかわらず、様々な理由で約 3割しか歯
科医療が提供されておらず、需要と供給に乖離がみられるという課題が示されてきた。

図 1-2　歯科関連を標榜する数と一般病院数の経年推移
出典：恒石美登里著「歯科を標榜する病院は全病院の 20.9%」（「日本歯科評論」2016 年 2 月号，ヒョーロン・パブリッシャー
ズ，p158-159 より）
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図 1-3　年齢階級別の受療率
出典：厚生労働省，第 3 回医療介護総合確保促進会議　和田委員提出資料

図 1-4　要介護者の歯科医療の需要・供給体制の乖離
出典：厚生労働省，第 3 回医療介護総合確保促進会議　和田委員提出資料
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3）過去における歯科医療政策 �

　2002 年（平成 14年）から 2006 年（平成 18年）にかけて行われた大きな医療制度改革
の議論において、医療計画では 4疾病 5事業の議論がされており、後期高齢者医療制度の中
ではかかりつけ医（包括性）なども議論されていた。さらに、特定健診及び特定保健指導にお
いては、内臓脂肪型肥満（メタボリックシンドローム）対策が中心となっていた。
　混乱を来たしていた当時の歯科界は十分に議論する状況ではなかったため、多くの制度改革
の中に入り込めない状況が続き、歯科界自体も閉塞感に包まれている時期があった。
　そのような中で、2013年度（平成 25年度）から実施されている医療計画（概ね 5年に 1
度見直しや制度改正）では、各都道府県歯科医師会担当者や行政等の努力、また2012年（平
成 24年）3月 30日付（医政発 0330 第 28 号）の厚生労働省医政局長通知（図 1-6）にも
初めて歯科医療の重要性が記載されたこともあり、5疾病 5事業および在宅医療に関して、
歯科に関する何らかの記載や項目が各都道府県医療計画の中に書き込まれている。その変化を
図 1-7 から図 1-9 に示した。
　5疾病では、糖尿病に関して歯科関連が記載されている都道府県が最も多い。また、がんに
関しては、2011 年（平成 23年）時点と 2014 年（平成 26年）時点を比較すると、記載さ
れている都道府県数が大幅に増加している（図 1-7）。これについては、平成 24年度に歯科
診療報酬において「がん患者等の周術期口腔機能管理料」が導入された影響が大きいことが推
察される。この周術期口腔機能管理の導入について特記すべきこととしては、歯科のある病院

図 1-5　平成 18年当時の医療制度改革と歯科の状況
出典：日本歯科総合研究機構作成　
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だけでなく、歯科がない場合には、地域の歯科診療所が訪問にて関与する仕組みが構築された
ことであったと思われる。このような背景から、手術等の予定のあるがん患者等へ前もって口
腔管理を計画・実施することで、入院日数の短縮や口腔粘膜疾患等の重症化を軽減する効果等
が数多く報告され、診療報酬における評価につながってきていると思われる。
　さらに、在宅医療に関しては、すべての都道府県の医療計画の中に何らかの歯科の位置づけ
がされている。その中でも、在宅歯科医療を担う歯科医療機関のリストを医療計画において公
表している都道府県もいくつか散見できる。また、災害医療については、東日本大震災後の
「医療計画の見直し検討会」（医政局）において、かなりの時間を割いて議論され、中長期的
視点における歯科医師会が位置づけられた成果ではないかと思われる。
　このような過去からの経緯を振り返ってみて、大きな医療政策の流れに歯科医療の位置づけ
をしていくことの難しさと重要性を理解していただきたい。つまり、日本歯科医師会は、唯一
の歯科医師の職能団体であり、必要な国の審議会議論に参加し、資料出しや意見が出せる。そ
の立場で歯科口腔保健・医療の重要性を医療関係者だけではなく保険者や学識、国民代表等の
委員の中で主張し、理解を求めていくという重要な責務を担っている。

図 1-6　医療計画についての歯科に関する記載　
出典：厚生労働省医政局長通知（平成 24 年 3 月 30 日付）より作成
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図 1-7　5疾病について歯科に関する記載の変化
出典：公益社団法人日本歯科医師会　日本歯科総合研究機構「都道府県医療計画における歯科の関わりについての調査　報告
書」（平成 26 年 3 月）

図 1-8　5事業および在宅医療について歯科に関する記載の変化
出典：公益社団法人日本歯科医師会　日本歯科総合研究機構「都道府県医療計画における歯科の関わりについての調査　報告
書」（平成 26 年 3 月）
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図 1-9　在宅医療に関する歯科の記載状況（平成 26年 2月時点）
出典：公益社団法人日本歯科医師会　日本歯科総合研究機構「都道府県医療計画における歯科の関わりについての調査　報告
書」（平成 26 年 3 月）
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図 1-10　主要な施策についての工程表
出典：塩崎厚生労働大臣　第 7 回経済財政諮問会議提出資料（平成 27 年 5 月 26 日）

 Ⅱ　社会保障政策の中長期的視点
1）社会保障政策の中長期的視点 �
　2015 年（平成 27年）5月 26日の第 7回経済財政諮問会議に塩崎厚生労働大臣が提出し
た資料（図 1-10）から、厚生労働省として、2025 年（平成 37年）までの中長期的な施策
として、
　〇地域包括ケアシステムの構築　
　〇健康社会の実現に向けた更なる取組
　〇医薬品政策のさらなる展開
が挙げられており、地域包括ケアシステムの構築は喫緊の課題であることがわかる。また、医
療費適正化計画の一環としての保険者を巻き込んだ健康づくり政策を展開していくことが窺え
る。
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　同資料において、医療及び介護分野の中長期的視点に立った社会保障政策の展開について示
した資料が図 1-11 である。歯科にも関連すると思われる特記すべき点は、
「Ⅱ　新たな視点に立った社会保障政策」の「②保険者が本来の機能を発揮し、国民が自ら取
り組む健康社会の実現」に記載がある「○高齢期の疾病予防・介護予防等の推進」の部分であ
る。
・高齢者の虚弱（「フレイル」）に対する総合対策
・高齢者の肺炎予防の推進
と記載されており、今後も注視が必要である。

図 1-11　中長期的視点に立った社会保障政策の展開
出典：塩崎厚生労働大臣　第 7 回経済財政諮問会議提出資料（平成 27 年 5 月 26 日）
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2）日本歯科医師会が参画する厚生労働省関連会議（2015年 12月現在） �
　現状においてどのような審議会がどのようなスケジュール感で進められているかについて、
日本歯科医師会が参画している代表的な審議会での議論を中心に解説してみたい。
　図 1-12 のように厚生労働省ホームページにおいて、審議会・研究会等のサイト（http://
www.mhlw.go.jp/stf/shingi/indexshingi.html）から検索が可能である。

　2018 年度（平成 30年度）からは新たな医療計画、第 7期介護保険事業計画及び特定健
診・特定保健指導（第 3期）が同時に施行されることとなっており、これに合わせて医療保
険と介護保険の同時改定も予定されている。かなり慌ただしく審議会等も進んでいくことが予
測される。
　前述したが、地域包括ケアシステムの構築の中で、医療及び介護等が一体的に提供される仕
組みの構築に向けて、医療保険制度及び介護保険制度、または医療計画（地域医療構想は医療
計画の一部）、介護保険事業計画、特定健診・特定保健指導、健康日本 21（第 2次）、認知症
施策・・・などあらゆる計画や制度が連動して議論されていくことになっている。これらすべ
てにおいて医療費適正化計画も横串を指すように関連してくるものと思われる。
　2015 年（平成 27年）現在、日本歯科医師会が参画している審議会においてどのような議
論が進んでいるかについて資料を抜粋して示したい（表 1-2）。

図 1-12　厚生労働省ホームページ　審議会・研究会等のサイト
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表 1-2　日本歯科医師会が参画している主な厚生労働省会議（2015年 12月時点）
法律または政令の定めにより設置された審議会等

会議名 関連する委員会・ワーキング等 担当局

社会保障審議会
医療部会 医政局総務課
医療保険部会 保険局総務課
介護給付費分科会 老健局老人保健課

厚生科学審議会

地域保健健康増進栄養部会
健康日本 21（第二次）推進専門委員会 健康局総務課
健康診査等専門委員会

がん登録部会
再生医療等評価部会

科学技術部会 臨床研究に関する倫理指針の見直しに係る専門
委員会 医政局医療技術情報推進室

中央社会保険
医療協議会

総会 保険局医療課
薬価専門部会
保険医療材料専門部会
費用対効果評価専門部会
診療報酬基本問題小委員会
調査実施小委員会
診療報酬調査専門組織 医療機関等における消費税負担に関する分科会

上記以外（各所管別）

医政局

医療法人の事業展開等に関する検討会
医療事故調査制度の施行に係る検討会
歯科医師の資質向上等に関する検討会 医政局歯科保健課

歯科医師の需給問題に関するワーキンググループ
女性歯科医師に関するワーキンググループ
歯科医療の専門性に関するワーキンググループ　

地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会 医政局地域医療計画課
チーム医療推進会議 医政局医事課

チーム医療推進方策検討ワーキンググループ 医政局医事課
特定機能病院及び地域医療支援病院のあり方に
関する検討会 医政局総務課

終末期医療に関する意識調査等検討会 医政局指導課
へき地保健医療対策検討会 医政局歯科保健課

健康局

国民健康・栄養調査企画解析検討会 健康局がん対策・健康増進課
栄養指導室

健康日本 21 推進国民会議 健康局がん対策・健康増進課
健康づくりのための睡眠指針の改定に関する検
討会 健康局がん対策・健康増進課

歯周疾患検診マニュアルの改定に関する検討会
スマート・ライフ・プロジェクト推進委員会 健康局がん対策・健康増進課

保険局

医療介護総合確保促進会議

保険者による健診・保健指導等に関する検討会 保険局医療介護連携政策課医
療費適正化推進室

個人への予防インセンティブ検討ワーキンググ
ループ
重症化予防（国保・後期広域）ワーキンググループ
民間事業者活用ワーキンググループ
実務担当者による特定健診・保健指導に関する
ワーキンググループ

レセプト情報等の提供に関する有識者会議 保険局総務課保険システム高
度化推進室

子どもの医療のあり方に関する検討会 保険局総務課

医療情報ネットワーク基盤検討会 政策統括官付社会保障担当参
事官室

医療等分野における番号制度の活用等に関する
研究会

保健医療情報標準化会議 政策統括官付社会保障担当参
事官室
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①�医療費適正化計画について
　前述したが、あらゆる施策に関連している医療費適正化計画については、主に社会保障審議
会の医療保険部会で議論・報告されている。図 1-13 〜 15は、保険局　医療費適正化対策資
料より抜粋した資料である。

図 1-13　医療費適正化計画について
出展：厚生労働省　第 94 回社会保障審議会医療保険部会資料（平成 28 年 3 月 24 日）

図 1-14　地域医療構想と医療費適性化計画（スケジュール）
出展：厚生労働省　第 94 回社会保障審議会医療保険部会資料（平成 28 年 3 月 24 日）
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②�地域医療構想と医療計画
　医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュールを図 1-16 に示した。

図 1-15　都道府県における 3計画と医療費適正化計画との関係
出典：厚生労働省　第 55 回社会保障審議会医療保険部会資料（平成 24 年 6 月 21 日）

図 1-16　医療と介護の一体改革に係る今後のスケジュール
出典：厚生労働省　第 5 回医療介護総合確保促進会議資料（平成 27 年 10 月 28 日）
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　2016年（平成 28年）1月調査における各都道府県の進捗状況を図 1-17 に示した。

　時期は少し前後するが、2014 年（平成 26年）12月に日本歯科医師会として意見書を第
５回地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会に提出しており参考にしていただきたい
（図 1-18）。

図 1-17　都道府県の地域医療構想の策定予定時期
出典：厚生労働省　第 13 回地域医療構想策定ガイドライン等に関する検討会資料（平成 28 年 2 月 4 日）

図 1-18　地域医療構想ガイドライン策定等に関する日本歯科医師会意見資料
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③�中医協における議論
　中央社会保険医療協議会（中医協）において議論された 2016年度（平成 28年度）診療報
酬改定の歯科における課題と論点について以下に示す（図 1-19 〜 23）。

図 1-19　平成 28年度診療報酬改定の歯科における課題と論点①
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 314 回）資料（平成 27 年 11 月 20 日）

図 1-20　平成 28年度診療報酬改定の歯科における課題と論点②
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 314 回）資料（平成 27 年 11 月 20 日）
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図 1-21　平成 28年度診療報酬改定の歯科における課題と論点③
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 314 回）資料（平成 27 年 11 月 20 日）

図 1-22　平成 28年度診療報酬改定の歯科における課題と論点④
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 314 回）資料（平成 27 年 11 月 20 日）
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　以上のようにいくつかの課題と論点が示され、2016 年（平成 28年）2月 10日の中央社
会保険医療協議会（中医協）において諮問に対する答申がなされた。歯科における個別改定項
目は次の通りである。
・周術期口腔機能管理等の医科歯科連携の推進
・歯科医師と連携した栄養サポートチームに対する評価
・かかりつけ歯科医機能の評価
・在宅医療専門の医療機関に関する評価
・在宅歯科医療の推進等
・紹介状なしの大病院受診時の定額負担の導入
・診療情報提供書等の電子的な送受に関する評価
・摂食機能療法の対象の明確化等
・明細書無料発行の促進
・口腔疾患の重症化予防・口腔機能低下への対応、生活の質に配慮した歯科医療の充実
・放射線治療にかかる特定保険医療材料の算定
・新規医療技術の保険導入等（歯科）
・先進医療技術の保険導入（歯科）
・後発医薬品使用体制加算の指標の見直し
・一般名処方加算の見直し

図 1-23　平成 28年度診療報酬改定の歯科における課題と論点⑤
出典：厚生労働省　中央社会保険医療協議会総会（第 314 回）資料（平成 27 年 11 月 20 日）
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④�特定健診・特定保健指導について
　現状実施されている特定健診・特定保健指導の概要を図 1-24 〜 26に示した。

図 1-24　特定健康診査・特定保健指導の概要
出典：厚生労働省　第 55 回社会保障審議会医療保険部会資料（平成 24 年 6 月 21 日）

図 1-25　保健定指導対象者の選定と階層化
出典：厚生労働省　第 55 回社会保障審議会医療保険部会資料（平成 24 年 6 月 21 日）
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図 1-26　特定健康診査・特定保健指導に関する検討体制について
出展：厚生労働省　第 17 回保険者により健診・保健指導等に関する検討会（平成 28 年 1 月 8 日）

　2018 年度（平成 30年度）から実施される特定健診・特定保健指導に関する議論は、法律
（高齢者医療確保法）を所管する保険局と健康増進事業者が適切な健康増進事業を実施する目
的で健康局とともに議論されており、平成 28年 1月より両部会の合同部会も開催されて議論
が活発になってきている（図 1-27 〜 28）。
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図 1-28　健康診査等の満たすべき要件を検討する際に踏まえるべき事項（案）
出典：厚生労働省　第 2 回健診審査等専門委員会資料（平成 28 年 2 月 19 日）

図 1-27　特定健診・特定保健指導に係る今後のスケジュール
出典：厚生労働省　第 2 回特定健康診査・特定保健指導のあり方に関する検討会資料（平成 28 年 1 月 19 日）
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図 1-29　今後の検討が必要となる主な課題
出展：厚生労働省　第 45 回社会保障審議会医療部会資料（平成 28 年 4 月 6 日）

⑥医療部会における今後の議論
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　本章において日本歯科医師会が委員として参画している主な審議会等の進捗状況について抜
粋をした。前述したが、平成 30年に施行される様々な議論がなされてくる。社会保障審議会
「医療部会」では、図 1-29 に示された課題等を中心に医療法改正を伴う項目についての議論
も行われる。歯科に大きくかかわる課題としては「次期医療計画」「歯科医師の需給問題に関
するワーキンググループ」「医療広告の在り方」「医療事故調査制度等の在り方」など関わって
くると思われる。また、医療保険と介護保険の同時改定も控えていることから、平成 28年度
に導入された「かかりつけ歯科医機能強化型歯科診療所」が地域包括ケアシステムの中でどの
ような役割を担っていくかを早急に議論するべき時期に来ていると思われる。
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